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【はじめに】 

 本稿は、2010 年 10 月～11 月に実施した「業務継続体制の整 状況に関するアンケート調査」（第５回）の結果を取りまとめた

の高い先を対象に、2002 年以来隔年で実施しており、アンケート項

に向けた確認項目と具体的な取組事例（増補改訂版）」の中で、多く

の金融機関で取り組まれている基本的な事例を念頭に設定した。 

 日本銀行としては、金融機関が自らの業務継続体制を検証し、その実効性を高めていく上で、本調査結果が活用されることを

期待するとともに、金融機関と業務継続体制に関する議論をさらに深め、わが国の金融･決済システムの頑健性向上に繋げていき

たいと考えている。 

備

ものである。 

 本アンケート調査は、日銀ネットにおける取引金額シェア

目は、2010 年３月に公表した「業務継続体制の実効性確保

 
 
 
【調査対象】 

 2010 年調査（第 5回） 2008 年調査（第 4回） 2006 年調査（第 3回） 2004 年調査（第 2回） 2002 年調査（第 1回） 

回収期間 2010 年 10～11 月 2008 年 10～11 月 2006 年 12 月～2007 年 2 月 2004 年 9～11 月 2002 年 8～10 月 

回答率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

 先  数 構成比

（％） 

先  数 構成比

（％） 

先  数 構成比

（％） 

先  数 構成比

（％） 

先  数 構成比

（％） 

大手銀行 １２ １４．６ １２ １４．３ １２ １４．３ １４ １６．３ １４ ２０．６ 

地域金融機関 ２２ ２６．８ １７ ２０．２ １６ １９．０ １６ １８．６ １０ １４．７ 

国内証券 ６ ７．３ １０ １１．９ １０ １１．９ １３ １５．１ １３ １９．１ 

外国銀行･外国証券 ２７ ３２．９ ２９ ３４．５ ３２ ３８．１ ２６ ３０．２ １６ ２３．５ 

その他（注） １５ １８．３ １６ １９．０ １４ １６．７ １７ １９．８ １５ ２２．１ 

合  計 ８２ １００．０ ８４ １００．０ ８４ １００．０ ８６ １００．０ ６８ １００．０ 

（注） 系統金融機関、短資、証券系信託銀行、資産管理系信託銀行等 
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【調査結果の概要】 

業務継続体制の整備は、前回調査と比べて全般的に進展しており、「整備済みで、定期的に見直し」と回答した割合が、

。 

旧する「重要業務」を特定しているほか、「重要業務」に係る復

蓄水準が向上している。また、ほとんどの先が、バックアップデータの遠隔地保管を行っているほか、オフサイト･バッ

クアップシステムについては、「ほぼ全てのシステムについて個別切替が可能」と回答した割合が前回調査比増加してい

る。オフサイト･バックアップオフィスについては、９割以上の先が確保している。 

 意思決定･連絡

営主体 業務 把

 制 済みの業務 画に 訓練 ては 決済 決済 た決 を中 1回 期的

実施している先が多い。また を通じて、マニ や社内の連絡体 要業務の処理手 直している先が

上のとおり、業務継続体制の整備は、前回調査から全般的に進展しているが、今ア ト とな 課題

 

９割に及んでいる。一方、業務継続体制の実効性確保をみると、「実効性は確保されている」と回答した割合が、３割に

止まっている

 業務継続計画については、９割以上の先が地震、感染症（病原性の高い新型インフルエンザの流行等）を想定したもの

を策定している。策定に当たっては、約４分の３の先が、業務時間中の被災だけでなく、夜間･休日を含めた業務時間外

の被災も想定している。また、全先が、被災時に優先復

旧目標時間の設定も、ほぼ全先が、「設定済み」としている。 

 経営資源（人、モノ、場所）の面では、業務継続要員数の特定が進んでいるほか、機器･事務用品等の必要な資源の備

体制は概ね整備されており、社外における「重要な関係先」については、８割以上の先が官公庁、決済

システム運 、グループ会社、 委託先の連絡先を 握している。 

定 継続計 基づく

、訓練

につい 、資金

ュアル

や証券 といっ

制、重

済業務 心に年

順を見

以上定 に

多

いほか、今後もストリートワイド訓練や社内横断的な訓練等の充実を図りたいとする先が半数以上を占めている。 

 以 ンケー で明らか った を

参考にして、今後、業務継続体制のさらなる整備や実効性向上に取り組むことが期待される。 
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【調査結果】 

全社的な業務継続体制の整備

１．概観 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 全般的な業務継続体制の整備

は、「整備済みで、定期的に見直

し」と回答した割合が、９割に及

期的に見直し」と回答。 

 ―― 同業態では、「整備済みで、

割合が増加し、これが全体の

「整備済

い」と回答した割合が前回

調査から減少し、「整備中」と回

答した割合が増加。 

・ 外国銀行･外国証券では、全先

が「整備済みで、定期的に見直し」

と回答。 

んでいる。 

・ 業態別にみると、大手銀行では、

９割以上の先が「整備済みで、定

・ 地域金融機関では、８割以上の

先が「整備済みで、定期的に見直

し」と回答。 

定期的に見直し」と回答した

増加に寄与。 

・ 国内証券では、「整備済みで、

定期的に見直し」または

みであるが、定期的な見直しはし

ていな

全 体 

大 手 銀 行 

地 域 

金融機関 

国 内 証 券 

外国銀行

外国証券 

89%

86%

76%

67%

57%

92%

83%

93%

71%

82%

71%

56%

63%

50%

67%

80%

60%

46%

31%

100%

100%

97%

85%

69%

7%

13%

12%

23%

15%

6%

6%

22%

18%

8%

7%

21%

18%

19%

31%

50%

10%

30%

15%

5%

7%

11%

9%

24%

8%

8%

7%

25%

6%

33%

10%

10%

23%

25%

8%

46% 8%

92%

3%

18%

8%

1%

1%

回

第２回

第１回

今回

第４回

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第４回

今回

第３

第２

第４回

第２回

今回

第４回

第３回

第２回

第１回

第３回

回

第１回

今回

第３回

第２回

第１回

今回

第４回

第３回

第１回

 3

整備済みで、定期的に見直し 整備済みであるが、定期的な見直しはしていない
整備中 整備未着手



業務継続の実効性確保 
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・ 業務継続体制の実効性確保につい

る。 

 

・ 

効性

割合

 

・ 

割

  

ては、「実効性は確保されている」と

回答した割合が、３割に止まってい

業態別にみると、大手銀行は、「実

は確保されている」と回答した

が増加。 

一方、地域金融機関、国内証券、

外国銀行･外国証券では、「一部不十

分な部分が残っている」と回答した

合が増加。 

全 体 

大 手 銀 行 

地 域 

金融機関

30%

38%

50%

42%

5%

62%

67%

58%

50%

42%

91%

100%

70%

48%

38%

30%

52%

12% 88%

4%

2%

17%

5%

20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

0%

 

国 内 証 券 

外国銀行

外国証券 

実効性は確保されている
一部不十分な部分が残っている

実際に災害等が発生してみないと分からない点が多い



 

・ 「一部不十分な部分が残っている」

確

な

と「全社ベースでの訓練による検証」

を課題に挙げる先が約半数。 

 

 

 

 

・ 制整備推進上のネックとなる項目

については、前回調査では「予算制約」

を挙げる割合が最も多かったが、今回

調査では、「他社･他業態の業務継続計

画との相互依存関係を踏まえた実効

性検証の困難性」を挙げる割合が最も

多い。 

 

 

不十分な部分（複数回答）具体的に実効性確保が

  
 

体制整備推進上のネック（複数回答） 

67%

50%

50%

46%

37%

21%

17%

50%

60%

54%

32%

52%

39%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他社・他業態の業務継続計画との相互依存関係を踏

まえた実効性検証の困難性

予算制約

実際に整備推進を行う現場部署のマンパワー（およ

びスキル）不足

被災想定の設定が困難（公共インフラや市場等の現

実的な被災想定）

整備推進を統括する部署のマンパワー（およびスキ

ル）不足

新たな脅威（新型インフルエンザ等）に対するノウハ

ウ・知識不足

業務体制整備の進め方についてのノウハウ不足
今回

前回

49%

49%

38%

38%

18%

13%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

重要な関係先の業務継続計画との整合性

全社ベースでの訓練による検証

要員の確保

バックアップオフィスの整備

マニュアルの整備

オフサイト･バックアップシステムへの切替手順の整備

社外の「重要な関係先」の連絡窓口の特定

と回答した先では、「具体的に実効性

保が不十分な部分」として、「重要

関係先の業務継続計画との整合性」

 

 

 体
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２．推進体制の整備 

(１) 経営陣のリーダーシップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(２) 基本方針の策定 

 

 

 

 

 6

・ 推進体制の整備については、９割

上の先が、実質的な責任者を「役員レ

ベル以上」と回答。 

 

以

 

 

・ ほぼ全先が、業務継続計画の整備

関する基本方針を策定したうえで、

関決定。 

に

機

99%

1%

策定したうえで、機関決定している

未策定

52%
40%

7%

経営トップ（頭取・社長、副頭取・副社長等）

役員レベル（担当常務、執行役員等）

部長以下レベル

実質的な責任者のレベル 

業務継続に関する基本方針の策定 



(３) 統括部署の設置 

部署体制整備の中心的役割を担う  
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88%

84%

41%

89%

90%

95%

96%

98%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各部署への作業割当および部署間の調整

業務継続体制の整備に当たっての具体的な作

業項目とスケジュール管理

社内への周知･教育活動

業務継続計画の見直しの指示

訓練計画の策定･実施

訓練結果の分析

社外の「重要な関係先」との連絡窓口

25%

55%

33%

37%

28%

33%

36%

17%

7%

13%

15%

9%

17%

5%

17%

11%

6%

17%

11%

5%

17%

11%

8%

7%

35%

17%

5%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

大手銀行

地域金融機関

国内証券

外国銀行・外国証券

リスク管理を統括する部署（リスク管理部等）
経営判断をサポートする部署（企画部、総合企画部等）

組織・職制・調整、管財事務を行う部署（管理部、総務部等）
事務企画を行う部署（事務統括部、決済企画部等）

システム関連の企画を行う部署（システム部等）
経営責任者直轄の独立部署

その他の部署

統括部署の機能（複数回答） 

作業進捗状況の経営陣への報告

・ 統括部署は、全先が設置。

をサポートする部署」を統

括部署とする割合が相対的

に多い。 

 

・ 地域金融機関では、「リス

ク管理を統括する部署」を

統括部署とする割合が、半

数以上。 

 

 

・ 統括部署の機能について

は、特に、「作業進捗状況の

経営陣への報告」、「各部署

備に当たっての具体的な

作業項目とスケジュール管

理」を挙げる先が多い。 

への作業割当および部署間

の調整」、「業務継続体制の

整

全体では、「リスク管理を統

括する部署」や「経営判断



専担者の設置 

 

 8

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58%

27%

50%

81%

40%

46%

42%

73%

50%

19%

60%

54%

60% 80% 100%

全体

大手銀行

地域金融機関

国内証券

銀行・外国証券

その他

0% 20% 40%

・ 業務継続体制の専担者を設置

し

 

・ 業

国証

有す

分の

 

 

ている割合は、５割以上。 

態別にみると、外国銀行･外

券では、８割以上が専担者を

る一方、地域金融機関では４

１程度。 

外国

専担者がいる 専担者がいない



３．業務継続計画の策定 

イ．被災シナリオの特定 

被災シナリオの原因事象（複数回答)

(１) 前提条件の明確化 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

感染
85%

83%

80%

66%

65%

60%

57%

93%

93%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地震

症（病原性の高い新型インフルエンザの流行等）

自社システムの大規模障害

火災、漏水等

風水害

公共インフラ（電力、通信等）のサービス停止

爆弾テロ

集中決済機関（例：全銀センター）の大規模障害

サイバーテロ

・ 被災シナリオの原因事象（自

」

を想定。 

 

 

社の直面する潜在的脅威）につ

いては、９割以上の先が「地

震」、「感染症（病原性の高い新

型インフルエンザの流行等）

 

災シナリオの結果事象(複数回答)

 9

 

91%

83%

83%

18%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

執務場所（本部等）のほぼ全面的使用不能

コンピュータセンターのほぼ全面的使用不能

出勤者の大幅減少

その他

結果事象は特定していない

27%

6%

その他

原因事象は特定していない

 

 

 

 

・ 被災シナリオの結果事象（人、

モノ、場所等経営資源の想定被

害）については、９割以上の先

が、「執務場所のほぼ全面的使

用不能」を想定。また、「コン

ピュータセンターのほぼ全面

的使用不能」や「出勤者の大幅

減少」を想定している割合は、

８割以上。 

 



 

10

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

ロ．｢重要業務｣の特定、復旧目標時間の設定 

 

 

・ 約４分の３の先が、業務時間中の被災だ

けでなく、夜間･休日を含めた業務時間外の

被災も想定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 被災時に優先復旧する「重要業務」は、

全先が「特定済み」。 

 

・ このうち、７割程度の先が「重要業務の

定期的な見直しを実施」。 

10%90%

99%

100%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回

前々回

今回

特定済み 特定未了

定期的に見直しを実施（57％）

定期的に見直しを実施(73％）

定期的に見直しを実施(71％）

89%

76%

74%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平日・夜間（業務時間後）

平日・早朝（業務時間前）

休日

｢重要業務｣の特定状況

平日・日中（業務時間中）

 

(複数回答)被災のタイミング  

 



「重要業務」に係る復旧目標時間の設定 

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 「重要業務」に係る復旧目標時間は、ほぼ

・ 旧する重要業務」の復旧目標

時間は、約３分の２の先が「４時間以内」。

また、「当日中」と回答した割合は、前回調

査比増加。「翌日中」、「３日以内」、「４日以

上」、「未設定」と回答した割合は、前回調査

の 11％から２％に減少。 

 「システムの利用が不可欠な重要業務」の

復旧目標時間は、半数が「４時間以内」。 

「最優先で復旧する重要業務」の復旧目標時間

全先が「設定済み」。 

 「最優先で復

・

      システムの利用が不可欠な「重要業務」の復旧目標時間

72%

68%

27%

24% 8%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

全ての「重要業務」について設定済み

優先度の高い「重要業務」について設定済み

未設定

67%

30%

1%

1%

68%

21%

5%

5%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4時間以内

当日中

翌日中

3日以内

4日以上

未設定
今回

前回

50%

33%

1%

6%

10%

0% 80% 100%

4時間以内

当日中

翌日中

3日以内

4日以上

未設定・不明

20% 40% 60%
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「最優先で復旧する重要業務」の具体的内容（複数回答）＜グラフの色付き部分は 50％以上＞ 

            

                   （全  体）         

 

（大手銀行）            （地域金融機関） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100%

91%

91%

50%

預貯 ･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

手形交換 77%

55%

41%

32%

18%

95%

20% 40% 60% 80% 100%

金

口座振替

預

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

27%

50%

外国送金

貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

41%有価証券の振替決済

59%

18%

14%

32%

23%

32%

0%

100%

83%

100%

92%

75%

58%

50%

42%

25%

25%

17%

100%

75%

50%

50%

50%

25%

0% 20% 40%

預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

手形交換

口座振替

外国送金

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

58%

58%有価証券の振替決済

60% 80% 100%

63%

94%

78%

70%

57%

48%

46%

41%

32%

29%

27%

26%

83%

45%

39%

30%

23%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

手形交換

口座振替

外国送金

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

65%有価証券の振替決済

・ 全体では、多くの先が、「日銀当座預金決済」を「最優先で復旧する重要業務」に指定。 

・ 業態別にみると、大手銀行では、９割以上の先が、「現金供給」、「振込･送金」、「内国為替決済」、「円貨･外貨資金繰り」

を指定。 

・ 地域金融機関では、「現金供給」、「資金決済」に関連した業務が中心。 

現金供給 

資金決済 

証券決済 

資金融通 

その他 

金融事業者間取引 
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                                （国内証券）         （外国銀行･外国証券） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19%預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

100%

67%

52%

70%

33%

48%

52%

19%

26%

30%

41%

70%

100%

67%

70%

26%

19%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム

外国為替円決済

手形交換

口座振替

外国送金

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入

融資（既約定･ロールオーバー分

融資（資金繰り対応新規分

有価証券の買取

有価証券の振替決済

円貨･外貨資金繰り（自社分

証券ポジショ ンの調整（自社分

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等

67%預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

83%

67%

17%

50%

17%

33%

83%

67%

50%

50%

17%

17%

17%

20% 40% 60% 80% 100%

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

手形交換

口座振替

外国送金

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

有価証券の振替決済

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

0%

 
 

・ 国内証券では、８割以上の先が、「日銀当座預金決済 「証券決済」を「最優先で復旧する重要業務」に指定。 

・ 外国銀行･外国証券では、全先が、「日銀当座預金決済 、「円貨･外貨資金繰り」を指定。 

現金供給 

資金決済 

証券決済 

資金融通 

その他 

金融事業者間取引 
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）

）

）

）

）

）

）

）

」、

」



 

ハ．｢重要業務｣に対する分析作業 (複数回答) 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 (２) 業務継続計画の内容検証（複数回答） 

82%

80%

66%

38%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「重要業務」毎の事務処理フロー、所管部
署、関係先の把握

被災時の業務処理に必要となるシステムの
洗い出し

複数の「重要業務」の中での優先順位付け

被災時にも処理を要する事務量の把握

いずれも未実施

87%

67%

15%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

各部署間（特に業務部署・システム部署
間）の計画の整合性の検証

の第３者（内部監査等）による検証

外部の第３者（監査法人等）による検証

いずれも行っていない

・ 「重要業務」に対する分析作業につ

いては、８割以上の先が、「重要業務毎

の事務処理フロー、所管部署、関係先

の把握」、「被災時の業務処理に必要と

なるシステムの洗い出し」を実施。 

 

・ 一方、「被災時にも処理を要する事

務量の把握」を行っている割合は、４

割程度。 

 

 

 

 

 
・ 業務継続計画の内容検証については、

８割以上の先が、「各部署間の計画の整

合性の検証」を行っている。 

 

・ 一方、「業務処理プロセスの一部を依

との整合性の検証」を行っている割合

は、半数程度。 

 

社内

業務処理プロセスの一部を依存する「重要 存する「重要な関係先」の業務継続計画
48%な関係先」の業務継続計画との整合性の

検証
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４．経営資源等の確保 

(１

 イ．業務継続要員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バックアップオフィス

) 全般的な経営資源の確保 

 

 

ロ．執務場所 

（注）の形態（

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 重要業務の要員数を見積もっている

割合は、前回調査の６割程度から、７

割程度に増加。 

 

 

 

75%

32%

8

18%

8%

45%

17%

7%

7%

11%

17%

23%

7%

71%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

大手銀行

地域金融機関

国内証券

外国銀行・外国証券

その他

緊急要員は特定（白抜き部 参集可能性まで確認済み）
必要な要員数は概ね見積 が、要員の特定は未了
必要な要員数の見積もりは の課題

16％

5％

22％

27％

17％

0%

平時業務拠点以外の専用スペース（平時は無人）

平時業務拠点内の専用スペース（平時は無人）

他業務平時拠点の転用（平時は他業務に利用）

バックアップオフィスは確保していない
3%

89%

87%

分は
もった
今後
複数回答） 

・ バックアップオフィスの形態につい

ては、①平時から無人の専用スペース

を設けている先と、②平時に他業務で

利用しているスペースを被災時に転

用することを想定している先、が多

い。 

（注）業務オフィスのバックアップ施設 

44%

6%

56%

12%

20% 40% 60% 80% 100%
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ハ．機器･事務用品･消耗品等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ バックアップオフィス全

体の収容人数は、「100～300

300～500 名」規

模と「50～100 名」規模とす

る割合がそれぞれ２割程

度。 

 

 

 

 

 

 

 

名」とする割合が、３割程

度。 

次いで「

 

・ 「システムの稼働」等に

必要な資源は、８割程度の先

が「確保済み」。 

 

9%

5%

21%

33%

18%

10%

5%

20名以下

20～50名

50～100名

100～300名

300～500名

500名以上

不明・未整備

87%

83%

0% 20% 40% 60% 80%

「システムの稼働」に必要な資源（自家発電用
燃料や冷却・温度調節用水等）

「要員の生活」に必要な資源（食料、飲料水等）

「業務部署の事務遂行」に必要な資源（机、椅
77%

100%

子、電話、FAX、パソコン、事務用品等）

ィス全体の収容人数バックアップオフ  

確保済みの所要資源（複数回答） 
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備蓄水準     

（「要員の生活」に必要な資源）  
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18%

10%

18%

72%

58%

3%

6%

13% 1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

28%

24%

30%

35%

20%

17%

21%

20% 4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

1日分以下 2日分 3日分 4日以上 不明

・ 「要員の生活」に必要

資源

な

の備蓄水準をみると、

。 

 

・ 「システムの稼働」に必

要な資源も、「３日分以上」

確保している割合が、前回

調査比増加。 

（「システムの稼働」に必要な資源）

「３日分以上」確保してい

る割合が、前回調査比増加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(２) オフサイト･バックアップシステム（注）の確保 

 

 

オフサイト･バックアップシステムによる「重要業務」のカバー率

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 

上」と回答。 

 

 

 

 

オフサイト･バックアップシス

テムによる「重要業務」のカバー

率は、６割程度の先が、「80％以

（注） メインのコンピュータシステム設置場所と

は異なる拠点に設置されている代替システム

（  

6%
2%

15%

いわゆる「バックアップセンター」等）。

18%
59%

80％以上～

60％以上～80％未満

40％以上～60％未満

40％未満

不明・未整備

オ

 

ラ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

・ 基幹系システムについては、９

割以上の先が、オフサイト･バッ

クアップシステムを確保。 

 

 

66%

46%

45%

44%

39%

20%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基幹系システム（本部・営業店ネットワークを含

全銀システム（内為業務に必要なシステム

イン取引システム(法人向け、ＥＢ・インターネット

口座振

統合ＡＴＭ・提携ＡＴＭへの接続システ

総合・給与振

ンライン取引システム（個人向け、インターネット等

オフサイト･バックアップシステムの具体的な確保対象（複数回答） 
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む）

）

等)

替

ム

込

）
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0% 20%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29%

21%

24%

34%

39%

5%

8%

40%

40% 60% 80% 100%

今回

前回

ほぼ全てのシステムについて個別切替が可能
一部システムの個別切替が可能
全システムを一斉に切替（個別切替は不可能）
未整備・検討中

43%

34%

11%

22%

45%

31%

32%

26%

10%

11%

35%

16%

17%

6%

0% 100%

オフサイト・バックアップシステムの運行に一部手
作業処理が必要

営業店・顧客への還元帳票の一部が出力不能

非連動となるシステムにかかる端 力処理
が必要

ピーク日・ピーク時の処理能力が不 遅延）

オンライン・サービス の短縮

利用可能な営業店端末 が限定

約なし

0% 20% 40% 60% 8

今回

前回

オフサイト･バックアップシステムへの切替方法 

オフサイト･バックアップシステム利用時の業務制約（複数回答） 

・ オフサイト･バックアップシステ

ムへの切替方法は、「ほぼ全てのシ

ステムについて個別切替が可能」

査

 

 

 

 

 

 

 

 

・ オフサイト･バックアップシステ

ム利用時の業務制約については、前

が

と回

答した割合が、増加したほか、「ピ

ーク日･ピーク時の処理能力が不

足」と回答した割合が減少した一方

で、「オンライン･サービス時間帯の

短縮」、「営業店･顧客への還元帳票

の一部が出力不能」と回答した割合

が増加。 

と回答した割合が、４割と前回調

比増加。 

 

回調査比緩和している項目と、制約

強まっている項目とがある。 

すなわち、「特に制約なし」
末手入

足（処理

時間帯

・ATM

特に制



(３) 重要システムにおけるバックアップデータの確保 

 イ．バックアップデータの遠隔地保管方法 

遠隔地保管対象のバックアップデータ（複数回答）   
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70%

76% 24%

26% 4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

65％ 17％

12%

55% 45%

82% 6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回

前回

オンラインによるデータ伝送 ＭＴ等の媒体による遠隔地搬送

未整備

27％ 32％

（注） （注）

（注

部分は、データベースへの反映を随時実施し

アップセンターまたはその近隣先の割合。 

） 「オンラインによるデータ伝送」の白抜き

ている先の割合。「ＭＴ等の媒体による遠隔

地搬送」の白抜き部分は、保管場所がバック

・ 「預金残高等の業務データ」につ

ては全先が、「プログラム」につい

はほぼ全先が、遠隔地保管を行っ

いる。 

い

て

て

 

・ 一方、「バックアップセンターのシ

ステム運用時に使用する操作手順

書･操作用 ID」を遠隔地保管してい

る割合は、相対的に少ない。 

 

バックアップデータについては、

約４分の３の先が、「オンラインによ

 

・ 

で

 

（全体）

（地域金融機関） 

 

・ 

るデータ伝送」を行っている。 

業態別に遠隔地保管先へのバック

アップ方法をみると、地域金融機関

「オンラインによるデータ伝送」

を利用している割合が、前回調査比

増加。 

 

100%

77%

66%

96%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預金残高等の業務データ

プログラム

バックアップセンターのシステム運用時
に使用する操作手順書

バックアップセンターのシステム運用時
に使用する操作用ID

バックアップ方法 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

・ 切戻し作業に必要な日数は、「週末に切

度

 

・ がつかない･未整備」と回

答した割合は、３割程度。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 

旦移行した場合に、その後、切戻しまで

て す

る

 

・ 一 積もっている先では、「１～２

週間程度」で切戻しができるとする先が

る

 

 

戻しが可能」と回答した割合が、４割程

。 

 

一方、「見当

オフサイト･バックアップシステムに一

に要する期間（準備作業を含む）につい

は、「見積もっていない･未整備」と

割合が半数弱。 

方、見

多い一方で、「１ヶ月程度」以上を要す

先も２割程度。 

21%

41%

11%

27%

平日に切戻しが可能

週末に切戻しが可能

切戻しには３連休が必要

見当がつかない・未整備

5% 6%
6%

38% １～２週間程度

１ヶ月程度

３ヶ月程度

半年程度以上

見積もっていない・未整備

前のコンピュータセンターへの復帰）

止期間等）

ロ．切戻し（オフサイト･バックアップシステムから従

切戻し作業に必要な日数（オンライン停  

切戻しのための所要準備期間 

45%
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(４) 手作業処理体制の確保（複数回答） 

65%

65%

50%

10%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

切替作業の過程で発生する各種手作業処理
（バックアップデータ取得後に発生した取引の

追加入力やデータ照合等）

業務上の時限性から、オフサイト・バックアッ
プシステムへの切替完了を待たずに、並行し

て行う手作業処理

オフサイト・バックアップシステムが配備され
ていない業務の手作業処理

いずれも準備していない

手作業処理が不要

・ オフサイト･バックアップシステムへ

補

ずに処理する必要性のある業務につ

いては、約３分の２の先が、手作業処理

の切替作業の過程で発生するデータ

正や、業務上の時限性から切替完了を待

た

体制を整備。 
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５．意思決定･連絡体制の整備 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ８割以上の先が「金融庁、自治体など」、「決

済システム運営主体」、「グループ会社」、「業

務委託先」の連絡先を把握。 

 

社外の「重要な関係先」のうち、緊急連絡先、連絡内容を特定している先（複数回答）

業務継続計画発動時の意思決定や連絡体制

については、多くの先が、概ね整備済み。 

業務継続計画発動時の意思決定や連絡体制の整備（複数回答）

89%

85%

83%

94%

91%

98%

99%

71%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務継続計画の発動決定権限者（不在時権限

委譲ルールを含む）

社内における緊急連絡体制

対策本部の設置場所

業務継続計画の発動基準

オフサイト・バックアップシステムへの切替権限

者（不在時権限委譲ルールを含む）

複数の緊急連絡手段

オフサイト・バックアップシステムへの切替基準

広報手段やメディアへの対応方法

83%

41%

28%

91%

96%

90%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金融庁、自治体など

決済システム運営主体（東銀協、日本銀行など）

グループ会社

業務委託先（グループ会社は除く）

大口取引先

業務受託先



  ６．マニュアルの作成 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  

  

・ マニュアルの整備については、８割以上の先

を検証している」と回答した割合は、６割程度。 

・ マニュアルの更新･保管については、約４分の

３の先が「マニュアルが常に利用可能な最新の

ものとなっている」と回答。 

・ マニュアルの周知状況については、８割以上

「マニュアルが担当者全員に周知･徹底さ

れている」と回答。 

が、「各部署で作成している」と回答しているが、

「各部署で作成しており、社内全体での整合性

の先が

77%

22%

1%

マニュアルが常に利用可能な最
新のものとなっている

マニュアルが必ずしも利用可能
な最新のものとなっていない

明文化されたマニュアルはない
83%

16%

1%

マニュアルが担当
知

者全員に周
・徹底されている

マニュアルが担当者全員に周
知・徹底されていない

明文化されたマニュアルはない

62%
20%

6% 11%

1%

化されたマニュアルはない

各部署で作成しており、社内全
体での整合性を検証している

各部署で作成しているが、社内
全体での整合性は未検証

一部の部署で未作成だが、作成済
のマニュアルは社内全体での整合
性を検証している

一部の部署で未作成であり、社内
全体での整合性は未検証

(１

(２) マニュアルの実効性確保 

) マニュアルの整備状況 

マニュアルの更新･保管 マニュアルの周知状況 
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明文



７．訓練の実施と計画の．訓練の実施と計画の見直し 

(１) 訓練の実施状況 (１) 訓練の実施状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

見直し 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 全体では、８割以上の先

が、年１回以上定期的に行

う訓練として、資金決済面

の訓練を実施。 

・ 業態別にみると、大手銀

行では、全先が、資金決済

地域金融機関では、６～

７割の先が、資金決済面や

金供給面の訓練を実施。

・ 国内証券では、全先が、

資金決済面の訓練を実施

しているほか、８割以上の

先が、証券決済面の訓練を

実施。 

・ 外国銀行･外国証券で

は、９割弱の先が、資金決

済面の訓練を実施。 

面や現金供給面の訓練を

実施。 

・ 

現

全 体 

大 手 銀 行 

地

金融機

域 

関 

国 内 証 券 

外国銀行

外国証券 

84%

%

80% 100%

66

65%

48%

21%

0% 20% 40% 60%

資金決済（日銀当預決済や内為、外為決済など）

証券決済（有価証券の振替決済など）

金融事業者間取引（自社の資金繰り、証券ポジション調整など）

現金供給（預金やMRF/MMFの払戻しなど）

金融通（融資＜既約定･ロールオーバー分＞、有価証券の買取など）資

100%

80% 100%

92%

25%

0% 20% 40% 60%

資金決済（日銀当預決済や内為、外為決済など）

証券決済（有価証券の振替決済など）

金融事業者間取引（自社の資金繰り、証券ポジション調整など）

現金供給（預金やMRF/MMFの払戻しなど）

金融通（融資＜既約定･ロールオーバー分＞、有価証券の買取など）

83%

100%

資

59%

45%

73%

5%

36%

0% 20% 40% 60%

為、外為決済など）

現金供給（預金やMRF/MMFの払戻しなど）

資金融通（融資＜既約定･ロールオーバー分＞、有価証券の買取など）

80% 100%

資金決済（日銀当預決済や内

証券決済（有価証

金融事業者間取引（自社の資金繰り、証券

券の振替決済など）

ポジション調整など）

100%

83%

33%

33%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金決済（日銀当預決済や内為、外為決済など）

証券決済（有価証券の振替決済など）

金融事業者間取引（自社の資金繰り、証券ポジション調整など）

現金供給（預金やMRF/MMFの払戻しなど）

資金融通（融資＜既約定･ロールオーバー分＞、有価証券の買取など）

89%

74%

15%

26%

70%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金決済（日銀当預決済や内為、外為決済など）

証券決済（有価証券の振替決済など）

金融事業者間取引（自社の資金繰り、証券ポジション調整など）

現金供給（預金やMRF/MMFの払戻しなど）

資金融通（融資＜既約定･ロールオーバー分＞、有価証券の買取など）

1 回以上定期的に行う訓練の実施対象業務（複数回答）年  
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 訓練目的（複数回答) 
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・ 訓練目的については、「業務継続

要員による対応手順の習熟」、「被

・ 「復旧目標時間内と実際の復旧

程度。 

・ 

 

 

・ 約４ 」

で訓練

 

訓練の規模

88%

62%

62%

20%

91%

95%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

被災時の対応手順の正確性・妥当性の確認

アップ用のシステム機器・設備の稼働確認

復旧目標時間内と実際の復旧時間の整合性検証

業務継続計画に係る社内横断的な整合性の確認

他社の業務継続計画との相互依存関係の検証

業務継続要員による対応手順の習熟

災時の対応手順の正確性･妥当性

の確認」、「バックアップ用のシス

テムの機器･設備の稼働確認」を挙

げる先が多い。 

時間の整合性検証」と「業務継続

計画に係る社内横断的な整合性の

確認」を行っている割合は、６割

一方、「他社の業務継続計画との

相互依存関係の検証」を行ってい

る先は、２割。 

分の３の先が「全社ベース

を実施。 

バック

5%

4%

1%

8%

2%

15%

76%

14%

75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全社 ース（営業店を含む社内関係部署が同時に参加）

同一業務に係る複数関係部署が同時に参加

部署毎（統括部署等が部署間連携を調整）

部署毎（部署間の連携・情報共有はなし）

未実施

ベ

今回

前回



この２年間で実施したことのある訓練（複数回答）＜グラフの色付き部分は 50％以上＞ 

 
 

                           
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・ 訓練内容をみると、各業態とも多様な訓練を実施。このうち、「 る連絡訓練」や、システム部署によ

る「バックアップセンター切替訓練」を実施している先が多い。

・ 業態別にみると、大手銀行では、全先が「安否確認システムに 。また、４分の３以上の

テム部署による「バックアップセンター切替訓練」、一部部署の「 への参集･切替訓練」、業務部署･営

業店の「手作業訓練」、「グループ内企業による共同訓練」を実施

先が、シス

要 員 

参 集 訓 練 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ 

切 替 訓 練 

ﾊﾞｯ

切 替 訓 練 

ｸｱｯﾌ ﾟｵﾌｨｽ 

手 作 業 訓 練 

社内横断的訓練 

共 同 訓 練 

緊 急連絡訓練 
100%

7%

80% 100%

83%

75%

75%

安否確認システムによる

参集訓練（本部緊

参集訓練（営業店緊

バックアップセンター切替訓練（業

バックアップセンターからの切

バックアップセンター切替訓練

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（

関連全部署）

手作業訓練

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリ

示せず）

グループ外企業との

83%

7%

75%

87%

44%

50%

38%

21%

87%

59%

54%

34%

33%

32%

44%

44%

48%

45%

41%

20%

44%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安否確認システムによる連絡訓練

予告なしで行う緊急連絡訓練

参集訓練（本部緊急要員）

参集訓練（役員陣）

参集訓練（営業店緊急要員）

バックアップセンター切替訓練（システム部署)

バックアップセンター切替訓練（業務部署）

バックアップセンターへの参集（移動）訓練

バックアップセンターからの切戻し訓練

バックアップセンター切替に伴う欠落取引の反映訓

練（業務部署含む）

バックアップセンター切替訓練（営業店）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（一部部署）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（業務継続

関連全部署）

手作業訓練（業務部署）

手作業訓練（営業店）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示せず）

グループ内企業による共同訓練

グループ外企業との共同訓練

（全  体）   ） 
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安否確認システムによ

 

よる連絡訓練」を実施

バックアップオフィス

。 

6

60%

50%

42%

33%

25%

25%

25%

42%

33%

8%

25%

0% 20% 40%

連絡訓練

急要員）

急要員）

務部署）

戻し訓練

（営業店）

業務継続

（営業店）

オ事前開

共同訓練

6

50%

      （大手銀行



                       
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 地域金融機関では、４分の３以上の先が、「安否確認システムによる連絡訓練」や、システム部署による「バックアッ

実施。 

プセンター切替訓練」、営業店の「手作業訓練」を実施。 

・ 国内証券では、全先が「安否確認システムによる連絡訓練」を

・ 外国銀行･外国証券では、「予告なしで行う緊急連絡訓練」、役員陣による「参集訓練」、各種の「バックアップセンター

切替訓練」、業務継続関連の全部署が参加する「バックアップオフィスへの参集･切替訓練」を実施している先のウェイ

トが他業態と比べて高い。 

要 員 

参 集 訓 練 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ

 

 

切 替 訓 練

ﾊﾞｯｸｱｯﾌ ﾟｵﾌｨｽ

 

 

切 替 訓 練

手 作 業 訓 練 

社内横断的訓練 

共 同 訓 練 

緊 急連絡訓練

券）      （外国銀行･外国証券） （地域金融機関）       （国内証

85%

56%

56%

56%

30%

74%

78%

67%

44%

33%

67%

81%

26%

15%

37%

33%

52%

30%

96%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安否確認システムによる連絡訓練

参集訓練（本部緊急要員）

参集訓練（営業店緊急要員）

バックアップセンター切替訓練（業務部署）

バックアップセンターからの切戻し訓練

バックアップセンター切替訓練（営業店）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（業務継続

関連全部署）

手作業訓練（営業店）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示せず）

グループ外企業との共同訓練

100%

33%

50%

33%

67%

67%

50%

33%

17%

33%

50%

17%

17%

33%

33%

50%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安否確認システムによる連絡訓練

予告なしで行う緊急連絡訓練

参集訓練（本部緊急要員）

参集訓練（役員陣）

参集訓練（営業店緊急要員）

バックアップセンター切替訓練（システム部署)

バックアップセンター切替訓練（業務部署）

バックアップセンターへの参集（移動）訓練

バックアップセンターからの切戻し訓練

バックアップセンター切替に伴う欠落取引の反映訓

練（業務部署含む）

バックアップセンター切替訓練（営業店）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（一部部署）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（業務継続

関連全部署）

手作業訓練（業務部署）

手作業訓練（営業店）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示せず）

グループ内企業による共同訓練

グループ外企業との共同訓練

82%

45%

41%

18%

82%

18%

23%

14%

27%

9%

9%

45%

14%

36%

18%

77%

36%

18%

9%

100%

安否確認システムによる連絡訓練

予告なしで行う緊急連絡訓練

参集訓練（本部緊急要員）

参集訓練（役員陣）

参集訓練（営業店緊急要員）

バックアップセンター切替訓練（システム部署)

バックアップセンター切替訓練（業務部署）

バックアップセンターへの参集（移動）訓練

バックアップセンターからの切戻し訓練

バックアップセンター切替に伴う欠落取引の反映訓

練（業務部署含む）

バックアップセンター切替訓練（営業店）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（一部部署）

バックアップオフィスへの参集・切替訓練（業務継続

関連全部署）

手作業訓練（業務部署）

手作業訓練（営業店）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示）

社内横断的な参集・意思決定訓練（シナリオ事前開

示せず）

グループ内企業による共同訓練

グループ外企業との共同訓練

0% 20% 40% 60% 80%
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訓練の実施環境 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

・ 訓練環境については、８

割以上の先が、「出来る限

り業務継続計画発動時に

実際に使用するシステム･

機器を利用」すると回答。 

 

 

 

 

 

 

・ 訓練結果の分析･報告、

業務継続計画の見直しで

は、最も回答が多いのは、

「マニュアルの記述内容」

で、「社内の連絡体制」、「重

要業務の処理手順」が続

く。 

 

 

 

14%
2%

84%

出来る限り業務継続計画発動時に実際に
使用するシステム・機器を利用

業務継続計画発動時に実際に使用するシ
ステム・機器ではなく、テスト環境等を利用
（両者の差異の洗い出しはしていない）

機器は使用せず、原則として机上訓練や連
絡訓練等を実施

88%

68%

52%

44%

%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マニュアルの記述内容

社内の連絡体制

重要業務の処理手順

バックアップオフィス

数（および業務スキル）の見積もり

業務 続要

バッ

業務継続要員

23%

23%

継 員の指名（想定どおりの参集が困難だったため）

クアップデータ（取得対象、取得方法、反映方法など）

34

37%オフサイト･バックアップシステム

事務部署とシステム部署の対応の整合性

(２) 訓練結果の分析･報告、業務継続計画の見直し（複数回答）

 29



(３) 今後充実すべき訓練（複数回答） 

  

65%

60%

49%

40%

39%

33%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ストリートワイド訓練

社内横断的な全行訓練（経営陣や重要業務
部署全てが参加）

新型インフルエンザ想定訓練

リアルタイム型シナリオ・ブラインド訓練

グループ内企業による共同訓練

ている共同訓練の同時実施

多数の金融機関が実際に取引データを送受
信する形での共同訓練

市場毎（短期金融、外為、公社債）に行われ

・ 今後充

回答が多い

訓練（注）」で

「新型イン

く。 

 

（注） 他の訓練と異なるストリートワイド訓練の特

徴は、「 界内で共通の被災シナリオを設定

し、②その共通のシナリオの下で各社が被災時

の対応に関するシミュレーションを行い、③そ

の結果を集約し問題点を洗い出すことにより、

業界レベ

机上訓練」（

訓練」の概

 

実すべき訓練としては、最も

のは、「ストリートワイド

、「社内横断的な全行訓練」、

フルエンザ想定訓練」が続

①業

ルで業務継続体制の整備を促すための

「海外における「ストリートワイド

要」<2010 年 3 月公表>）の３点。 
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８ 症に着目した対応 ．新型インフルエンザ（注）対策等の感染

(１) 業務継続計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新型インフルエンザ対策等の

感染症に着目した対応は、｢計

画策定済み」とする割合が、９

割以上に達しており、前回調査

いては、６割程度の先が、「２

ヶ月分（８週間分（注））」を確

保しており、前回調査（１割程

（３割程度）比増加。 

 

 

 

 

 

 

・ 「衛生医療用品」の備蓄につ

（注） 病原性の高いインフルエンザ。会社全体として、欠勤率が業務に

支障を及ぼす程度まで高まり、全ての業務を平常通りに遂行継続す

ることは困

（衛生医療用品）          （食料品・飲料） 

＜マスク・消毒薬等＞   

難なもの。 

9%

67%

45%

83%

78%

29%

25%

50%

17%

15%

33%60%

65%

7%

7%

6%

8%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

大手銀行

地域金融機関

国内証券

国銀行・外国証券

その他

計画策定済みで、経営資源も確保済み
計画策定済みで、経営資源の確保途上
計画策定中

業務継続計画の策定 

消耗品類の備蓄 
  

 

外
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度）比増加。 

 

・ 一方、「食料品・飲料」の備

蓄については、９割以上の先が

「1週間分未満」。 

（注） 新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ

に関する関係省庁対策会議の「新型インフル

エンザ対策行動計画」では、新型インフルエ

ンザは、全人口の 25％が罹患し、流行が約

８週間程度続くと予想されている。 

6%

27% 59%

90%

10%

２ヶ月分以上

１ヶ月分程度

１-２週間分

１週間分未満



（２）「重要業務」の業務継続 

新型インフルエンザ流行時にも継続することを想定している「重要業務」の具体的内容（複数回答） 

＜グラフの色付き部分は 50％以上＞                     

      （地域金融機関） 

 
 
 
 
 
 

                  （全   体）             
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100%

100%

100%

100%

82%

82%

68%

91%

86%

82%

82%

86%

41%

59%

100%

戻し

銀当

（全

国為替円決済

口座振替

外国送金

手形交換

入金（現金受入）

ルオーバー分）

り対応新規分）

証

の調

リ

ムページ運営

ー

68%

73%

41%

有価証券の買取

券の振替決済

金繰り（自社分）

整（自社分）

スク、自社分）

55%

73%

照会、苦情受付

ド紛失届等）

0% 20% 40% 60% 80%

（現金支払）

座預金決済

振込･送金

銀システム）

外

ー

100%

100%

100%

100%

100%

92%

92%

92%

92

0% 20%

預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

口座振替

外国送金

手形交換

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

100%

%

有価証券の振替決済

65%

100%

83%

74%

71%

65%

61%

57%

49%

56%

52%

48%

91%

62%

56%

52%

44%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

口座振替

外国送金

手形交換

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

証券の買取

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

78%有価証券の振替決済

有価

円貨･外貨資金繰り（自社分）

・  新型インフルエンザ流行時にも継続することを想定している「

要がないこともあって、前述（12～13 頁）の「最優先で復旧す 定よりも広範囲の業務を継続すること

を想定。 

・  大手銀行と地域金融機関では、全先が「現金供給」、「日銀当座 ･ 業

務」に指定。 

現金供給 

資金決済 

証券決済 

資金融通 

その他 

金融事業者間取引 

物や機器等の物理的損壊を想定する必

送金」、「内国為替決済」を「重要
        

（大手銀行）    

預貯金･MRF/MMFの払

日

内国為替決済

預貯金･MRF/MMFへの

融資（既約定･ロ

融資（資金繰

有価

円貨･外貨資

証券ポジショ ン

リスクヘッジ（金利･為替･信用

広報、

事故届（キャッシュカ

ー

ホ

75%

83

83

75%

58%

75%

83%

67%

67%

50%

40% 60% 80%

%

%

重要業務」は、

る重要業務」の想

預金決済」、「振込

建



 

                  （国内証券）        （外国銀行･外国証券） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19%預貯金･MRF/MM の払戻し（現金支払）

100%

67%

52%

74%

56%

59%

37%

19%

37%

33%

44%

74%

96%

78%

78%

41%

30%

11%

80% 100%

F

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

口座振替

外国送金

手形交換

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

有価証券の振替決済

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

0% 20% 40% 60%0% 20% 40% 60% 80% 100%

83%預貯金･MRF/MMFの払戻し（現金支払）

100%

83%

17%

50%

17%

17%

33%

83%

67%

50%

50%

67%

50%

33%

日銀当座預金決済

振込･送金

内国為替決済（全銀システム）

外国為替円決済

口座振替

外国送金

手形交換

預貯金･MRF/MMFへの入金（現金受入）

融資（既約定･ロールオーバー分）

融資（資金繰り対応新規分）

有価証券の買取

有価証券の振替決済

円貨･外貨資金繰り（自社分）

証券ポジショ ンの調整（自社分）

リスクヘッジ（金利･為替･信用リスク、自社分）

広報、ホームページ運営

照会、苦情受付

事故届（キャッシュカード紛失届等）

・  国内証券では、全先が「日銀当座預金決済」を「重要業務」に指定。また、４分の３以上の先が、「現金供給」、「振込･

送金」、「証券決済」を指定。 

現金供給 

資金決済 

証券決済 

資金融通 

その他 

金融事業者間取引 

・  外国銀行･外国証券では、９割以上の先が「日銀当座預金決済」、「円貨･外貨資金繰り」を指定。 
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新型インフルエンザ流行時の業務継続手段（複数回答） 

 
（全  体）         （大手銀行）          （地域金融機関） 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  新型インフルエンザ流行時の業務継続手段は、半数以上の先が、「想定欠勤率と整合的な形で各部署･ポスト毎の所要人

数の見積もり」、「交代勤務」を整備済み。 

・  業態別にみると、大手銀行では、半数以上の先が、「想定欠勤率と整合的な形で各部署･ポスト毎の所要人数の見積もり」、

「交代勤務」、「交代勤務にかかる待機チームの確保」を整備済み。 

・  地域金融機関では、半数以上の先が、「交代勤務」を整備済み。 

32%

50%

23%

36%

5%

18%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定欠勤率と整合的な形で各部署・

ポスト毎の所要人数の見積もり

交代勤務（複数チームを設け、定期的

にチームが交代して業務を実施）

クロス・トレーニング（役職員が複数

の業務を遂行できるよう研修してお

き、代替要員と位置付け）

在宅勤務（電話・メール等を用いた連

絡・意思決定）

重要業務に係る職員のスキルデータ

ベースの作成

在宅勤務（リモートアクセス端末等に

よる業務オペレーション）

交代勤務にかかる待機チームの確保

デュアル・オペレーション（平時から複

数場所で同種業務を実施）

流行地域外への業務移管

50%

75%

42%

42%

42%

8%

50%

25%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定欠勤率と整合的な形で各部署・

ポスト毎の所要人数の見積もり

交代勤務（複数チームを設け、定期的

にチームが交代して業務を実施）

クロス・トレーニング（役職員が複数

の業務を遂行できるよう研修してお

き、代替要員と位置付け）

在宅勤務（電話・メール等を用いた連

絡・意思決定）

重要業務に係る職員のスキルデータ

ベースの作成

在宅勤務（リモートアクセス端末等に

よる業務オペレーション）

交代勤務にかかる待機チームの確保

デュアル・オペレーション（平時から複

数場所で同種業務を実施）

流行地域外への業務移管

54%

50%

48%

43%

35%

34%

24%

24%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定欠勤率と整合的な形で各部署・

ポスト毎の所要人数の見積もり

交代勤務（複数チームを設け、定期的

にチームが交代して業務を実施）

クロス・トレーニング（役職員が複数

の業務を遂行できるよう研修してお

き、代替要員と位置付け）

在宅勤務（電話・メール等を用いた連

絡・意思決定）

重要業務に係る職員のスキルデータ

ベースの作成

在宅勤務（リモートアクセス端末等に

よる業務オペレーション）

交代勤務にかかる待機チームの確保

デュアル・オペレーション（平時から複

数場所で同種業務を実施）

流行地域外への業務移管
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・  国内証券では、半数以上の先が「想定欠勤率と整合的な形で各部署･ポスト毎の所要人数の見積もり」、「交代勤務」、「在

・  「想定欠勤率と整合的な形で各部署･ポスト毎の所要人数の見積もり」、「ク

（国内証券）     （外国銀行･外国証券） 
 

59%

37%

56%

22%

19%

52%

52%

93%

96%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定欠勤率と整合的な形で各部署・

ポスト毎の所要人数の見積もり

交代勤務（複数チームを設け、定期的

にチームが交代して業務を実施）

クロス・トレーニング（役職員が複数

の業務を遂行できるよう研修してお

き、代替要員と位置付け）

在宅勤務（電話・メール等を用いた連

絡・意思決定）

重要業務に係る職員のスキルデータ

ベースの作成

在宅勤務（リモートアクセス端末等に

よる業務オペレーション）

交代勤務にかかる待機チームの確保

デュアル・オペレーション（平時から複

数場所で同種業務を実施）

流行地域外への業務移管

67%

50%

17%

50%

33%

17%

17%

17%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

想定欠勤率と整合的な形で各部署・

ポスト毎の所要人数の見積もり

交代勤務（複数チームを設け、定期的

にチームが交代して業務を実施）

クロス・トレーニング（役職員が複数

の業務を遂行できるよう研修してお

き、代替要員と位置付け）

在宅勤務（電話・メール等を用いた連

絡・意思決定）

重要業務に係る職員のスキルデータ

ベースの作成

在宅勤務（リモートアクセス端末等に

よる業務オペレーション）

交代勤務にかかる待機チームの確保

デュアル・オペレーション（平時から複

数場所で同種業務を実施）

流行地域外への業務移管

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宅勤務」を整備済み。 

外国銀行･外国証券では、半数以上の先が、

ロストレーニング」、「在宅勤務」、「デュアル･オペレーション」、「流行地域外への業務移管」を整備済み。 
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 0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新型インフルエンザ流行時に「出勤」

を要する人数については、「見当がつか

ない」とする割合が、２割程度。 

 

・ 新型インフルエンザ関連の訓練につ

いては、８割程度が実施。訓練内容に

は、ばらつきがみられる。 

(４) 訓練の実施 

22%

23%

20%

14%

16% 22%

38%20%

21%

5%

今回

前回

２割未満 ２割以上～４割未満 ４割以上～６割未満

６割以上 見当がつかない

16%

84%

実施したことがある

未実施

28%

28%

23%

18%

12%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本部、他店・他部署からの応援訓練

在宅勤務（リモートアクセス端末等による業務

オペレーション）

デュアル・オペレーション（複数場所で同種業

務を実施）

交代勤務（複数チームを設け、定期的にチーム

が交代して業務を実施）

一部店舗の閉鎖や業務縮小を想定した訓練

流行地域外への業務移管

(３) 業務継続要員 

新型インフルエンザ流行時に「出勤」を要する人数（在宅勤務･自宅待機者は除く）

―― 委託先･パート等も含む全役職員に占める割合 

11%欠勤者や検温結果等の連絡訓練
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【業

    

   

務継続体制の充実に向けて】 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ートからは以下のような課題が明らかとなったので、今後、業務継続体制のさらなる整備や実効性向上に取り組むこと

が期待される。 

 

 まず、業務継続体制の「実効性は確保されている」と回答した割合が、前回調 保が

不十分と回答した先のうち、「重要な関係先の業務継続計画との整合性」や「全社ベースでの訓練による検証」を課題に

挙げる先が約半数に上る（５頁）。今後は、重要な関係先との間で業務継続計

断的な全行訓練」や関係先との共同訓練を実施することで、緊急時における事務

継続体制を検証していくことが望まれる。 

また、「要員の確保」や「バックアップオフィスの整備」を課題に挙げる先も４割程度みられる（５頁）。要員の確保

やバックアップオフィスの整備の際には、費用対効果を考慮しつつ、自社の直面する潜在的脅威と重要業務の想定事務

オフィス被災時に業務継続が可能な拠点の選定を

ID を遠隔地保管して

頁）、バッ

頁）、メイ

量や復旧目標時間を勘案したうえで、参集可能要員の算出と、メイン

行っていくことが必要となる。 

 

 システムインフラ面では、オフサイト･バックアップシステムの稼働に必要な操作手順書や操作用

いない先が一部にみられる（20 頁）。緊急時にオフサイト･バックアップシステムを円滑に立ち上げるためには、操作手

順書等も遠隔地保管する必要がある。 

また、オフサイト･バックアップシステムに一旦移行した場合に、その後、切戻しまでに要する準備期間や切戻しの作

業時間については、「見積もっていない･未整備」、「見当がつかない･未整備」とする先が少なくないため（21

クアップセンターからの切戻しに必要なデータの移行方法･手順の検討を通じ、切戻しに必要な準備期間等を把握するこ

とが望まれる。さらに、オフサイト･バックアップシステム利用時に業務制約等があるケースも多いため（19

ンシステムの利用再開を早期に行うことを可能とする体制を整備することが期待される。 

 以  上 

査から減少した（４頁）。実効性確

画の整合性を相互に検証したり、「社内横

フローの習熟を図りつつ、自社の業務

以上のとおり、業務継続体制の整備は、前回調査から全般的に進展していることが確認された。もっとも、今アンケ 
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